
  

四    労働時間と労働災害

一 ここで労働条件の一指標としての労働時間と労働災害の動向をみると,まず労働時間は下半期に出勤日
数の増加を中心にやや前年より増加をみたが,年平均では大体前年と保合い状態で推移した。しかしこれ
を産業別にみるとやはり家具建具,印刷出版,金属製品等の比較的小規模な事業所の多い産業においてその
増加傾向が強く,従つてまた製造業の事業所規模別労働時間の格差は,前年より若干拡大する結果となつて
いる。

二 また労働災害は,各種の資料を通じ大体前年よりも減少傾向にあり,これは,一部は労働時間についてと
同様に,本年経済活動が一般的に横這い状態に入つて産業によつては操業短縮さえ行われるに到つたこと
の結果であり,また一部は企業におけるコスト切下げの一環として災害防止乃至安全運動が行われたこと,
或いは安全行政が最近ようやく各企業へ滲透してきたことの結果であり,またさきに施行をみた労災保険
におけるいわゆるメリット制実施の直接間接の影響であるということができよう。

以下,これらの点についてやや詳細に述べよう。 
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四    労働時間と労働災害
一   労働時間の動向
(1)   概 観

三 まず労働時間の動向について述べると,動乱後生産活動の増大に伴つて二六年上半期まで増加傾向にあ
つた常用労働者の労働時間は,その後横這い状態に入つたが,二七年下半期にはわずかながら増加傾向を示
し,調査産業総数では昭和二六年の年平均一九二・二時間に対し二七年は一九二・五時間と製造業では二
六年の年平均一九二・九時間に対し二七年は一九四・四時間となつている。

四 これをさらに月別の動きについで対前年同月比において見れば,主として上半期においては減少し,下半
期は七月を除いて各月増加を示しでいる。これは二六年下半期が電力事情の悪化の影響をうけて通常の
状態よりは労働時間が減少したことなどが原因となつている。

五 つぎにかかる労働時間の動きを製造業についてさらに所定内外別に見ると,上半期は所定内外ともに前
年同期よりやや減少し,下半期は逆に所定内外ともに前年同期より若干増加している。

第66表 所定内及び所定外労働時間数の推移
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第67表 一日当り労働時間及び出勤日数
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六 つぎに出勤日数は,調査産業総数では保合状態にあつたけれども製造業については下半期において前年
同期に比しやや増加傾向が見られた。しかし一日当り労働時間では殆んど同水準であり,従つて下半期に
おける製造業の月間労働時間の増加は主として出勤日数の増加に由来したものと見られる。なお調査産
業総数は下半期に石炭業及び電気業におけるストのため,製造業,卸売及び小売業等で増加が見られたにも
かかわらず全体としては前年と同水準に止つたものである。

第15図 製造業(中分類)における年平均総労働時間の対前年増減率
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四    労働時間と労働災害
一   労働時間の動向
(2)   産業別の動き

七 また,労働時間の年間の推移を産業大分類別に見ると,鉱業では年末における炭鉱ストを反映して一〇月一
七〇・六時間,一一月一二九・六時間及び一二月一六八・〇時間と前年同月より夫々二四・七時間,五四・六
時間及び一五・九時間の減少を示し,また運輸通信その他の公益事業の中電気業をふくむ公益事業において
は,年末の電産ストのため一一月及び一二月は前年同月に対し夫々四・二時間及び八・五時間の減少を示し
たけれども,他の産業では保合または微増の傾向にあつた。

第16図 規模別労働時間並びに出勤日数

八 さらに製造業についてこれを中分類別にみてもほとんどの産業において保合又は微増の傾向にあるとい
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えるが,その中でもやや著るしい増加を示した産業は家具及び建具製造業(対前年九・二時間増)金属製品製造
業(同七・二時間増)石油及び石炭製品製造業(同六・八時間増)印刷出版及び類似業(同四・八時間増)衣服身
廻品(同四・六時間増)等の比較的中小企業を主体とする産業及び特需,電源開発などの影響で好況な精密機械
(同三・三時間増)電気機械器具製造業(同三・三時間増)等である。

ただ,皮革及び皮革製品製造業においては三月を例外として,各月とも前年同月に比し減少を示し,年平均にお
いては四・八時間減となつている。
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四    労働時間と労働災害
一   労働時間の動向
(3)   規模別の動き

九 最後に労働時間の事業所規模別の傾向をみると,小規模の事業所ほど長い労働時間を示していることは
二六年と同様であるが,二七年においてはさらに小規模事業所の労働時間の増加が大規模の事業所に比べ
やや多かつたので規模による労働時間の格差は一層増大した(第六八,六九及び七〇表)。

第68表 規模別月間総実労働時間

第69表 規模別出勤日数

第70表 1日当り総実労働時間
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第71表 労災補償費支払件数の推移

しかし,出勤日数については規模による相違は見られず,各規模における増加率が等しかつたので,この労働
時間の増加は,主として一日当り労働時間の増加によつてなされたものといえる。
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四    労働時間と労働災害
二   労働災害の動向
(1)   災害の傾向

一〇 つぎに労働災害の動向についてみると,昭和二五年を頂点として,その後下降に転じた災害率(とくに
頻度率)は本年もひきつずき減少傾向を持続している。

これをまず,労働基準局労災補償課作成の資料によりうかがうと,適用労働者の総数は,昭和二四年以来年々
増加の一途を辿つているにもかかわらず,一方新規補償費支払件数の総計は二五年の六九万二千件を最高
として,その後累年減少し,本年は四六万四千件と前年に比べて一六％,前々年にくらべれば実に三九％の減
少を示している(第七一表参照)。

一一 もつとも,これは,災害補償費の支払時を基準として算出したもので,労働災害の発生時を基準とした
ものでないから,この結果から直ちに,本年における災害発生率の低下を云々することはできないが,他の諸
資料においても大体同様の傾向がうかがわれる。

一二 例えば通産省鉱山保安局の調査によれば二六年平均の石炭鉱業における災害度数率は百万時間につ
き一三四・二件であつたのに二七年は百万時間につき一〇九・九件となつており,同じく労働統計調査部
の調査によつても同様に度数率の低下がみられる(第七二および七三表参照)。

第72表 石炭鉱業における災害(度数率)の推移

第73表 災害率(度数率)の推移
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四    労働時間と労働災害
二   労働災害の動向
(2)   災害の程度

一三 以上のような労働災害の一般的傾向に対して,つぎにその被害の程度別状況はどうなつているであろ
うか。まず,これを,さきの労働基準局労災補償課作成の資料から,補償の種類を基準として死亡(葬祭料支
給件数),永久一部労働不能(障害補償費支給件数)および一時労働不能(新規件数の総計から,上述二種の件
数を差引いた件数)の三種に区分して,それぞれの状況をみると(第七四表)さきに述べた災害の一般的減少
傾向の主要部分は,前年の場合と同じく依然として一時労働不能災害の減少によつて占められているが,注
目すべきは死亡災害の分野においても若干減少の萌しが見えて来たことである。

第74表 労働災害程度別新規補償費支払件数の推移

すなわち,死亡件数の推移は二四年を一〇〇として,二五年は一二七,二六年一三二であつたのに対し,二七
年は一二二であり,数字のみからすれば,本年は昨年にくらべて一〇%,一昨年にくらべても五%の低下で二
五年以来の最低値を示している。

一四 そしてこのことは,さきに述べた鉱山保安局および労働統計調査部の調査結果によつて見ても,ほぼ何
様に推測できるところである。

(イ) すなわち,まず鉱山保安局の調査によれば,軽傷災害の度数率の低下傾向は,第七五表-二にみられ

昭和27年 労働経済の分析



るとおりであるが,死亡災害についても(第七五表-一参照)二七年の方が幾分低くなつている。

第75表-1 石炭鉱業における死亡災害率(度数率)の推移

(ロ) つぎに,労働統計調査部の調査結果によつて見ても,一時労働不能災害の度数率の低下傾向は,第
七七表の通りであり,また,永久全労働不能以上の災害についても第七六表のごとく二六年より二七
年の方があきらかに低くなつている。 

第75表-2 石炭鉱業における軽傷災害率(度数率)の推移

昭和27年 労働経済の分析



第76表 永久全労働不能以上の災害率(度数率)の推移

第77表 1時労働不能災害率(度数率)の推移
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一五 また災害発生の重篤度を示す指標として一般に行われている強度率の傾向を見ても,さぎにかかげた
両調査とも同様に本年の強度率は,前年にくらべて若干の低下を見せ,災害発生の重篤度における若干の緩
和がうかがわれる。

(イ) すなわち,まず鉱山保安局の調査によれば(第七八表参照)前年の八・七四に対して,本年は八・二
五で,若干の低下が見られるし, 

(ロ) 労働統計調査部の調査におけるその他の産業の結果を見ても(第七九表参照)前年の二・一七に
対して,本年は二・一二となつており,これまた微かながら低下のかたむきを推測させている。

第78表 石炭鉱業における災害率(強度率)の推移
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第79表 労働災害発生率(強度率)の推移

一六 なお以上のような労働災害発生状況の主要な特長は,労働統計調査部が調査を実施している主要産業
においても大体例外なく認められるところであるが(第八〇表および第八一表),その程度は産業により必
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ずしも同じではない。

第80表 年月及び産業別災害率(度数率)の推移

第81表 年月及び産業別災害率(強度率)の推移
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すなわち,本年の一般的な度数率低下傾向に対して建設業およびサービス業の中の自動車修理業にあつて
は,両年の差がきわめて顕著であるが,一方製造業および運輸通信及びその他の公益事業にあつては,その差
がそれ程目立つていない。

しかし,強度率について着実な低下を見せでいるのは,製造業および運輸通信及びその他の公益事業のグ
ループであり,これに対して建設業および自動車修理業のグループにおいては,まだ早急の結論を許さない
ような状態にある。

第17図 産業別労働災害発生状況(度数率)の推移
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一七 また,部分的な資料ではあるが,東京,神奈川及び埼玉の各労働基準局が実施した臨時工調査によつて
常用工臨時工の災害発生状況を比較すると,第八二表のごとく,強度率はそれほどでもないが度数率では一
般に臨時は常用よりもかなり高く,これらの労働者の働く分野の相違もあるけれども,比較的仕事が不慣れ,
または劣悪な労働条件のために臨時労働者の災害発生率が高くなつているのがみられる。

第82表 臨時工常用工別災害発生度数率及び強度率比較
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